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１．はじめに  石積み壁には、過去の大地震で大きな被害が生じ

ており、大規模地震に対する耐震補強が必要である。筆者らは地山

補強材で背面地盤の安定性を向上させ、積み石の抜け出しを防止す

るネットを石積み壁面に設置することで、石積み壁の脆性的な破壊

を防止しながら、要求性能に応じた補強が可能な耐震補強法を提案

した 1)。しかし、特に都市部では背面地盤が狭隘で地山補強材の打

設長を確保できない場合も多い。そこで、狭隘な条件でも適用可能

な既設石積み壁の耐震補強法を提案する事を目的として、模型振動

台実験を実施したので、その結果を報告する。 

２．実験概要   石積み壁は壁体の一体性が低いために、耐震補強

では第一に壁体の破壊を防止した上で、石積み壁の安定性を向上さ

せる事が重要である。そこで、本研究では地山補強材と背面地盤に

打設した H 鋼杭で安定性を向上させ、ネットにより積み石の抜け

出しに伴う壁体の破壊を防止する構造を提案した。 

本研究で議論の対象とする振動台実験（通番 Case9）の概要を図

-1 に示す。なお、補強効果の比較対象として、図-1 には地山補強材の打設長

に制約が無い条件を想定した模型実験 1)（通番Case6）の断面も併せて示した。

実験模型の縮尺は 1/10 相当を想定している。背面地盤、基礎地盤ともに気乾

状態の東北硅砂 6 号で製作し、相対密度はそれぞれ Dr=80%、95%である。地

山補強材、H 鋼杭模型は縮尺に応じて、模型地盤と対策工との剛性比が実物

と概ね同等になるように断面、材料を調整した。実物大に換算した場合、H

鋼杭は長さ 12.5m の H 鋼杭（300 ㎜×300 ㎜）が打設間隔 1.5m の配置間隔で

打設された条件に、地山補強材については φ200 ㎜程度の中径棒状補強材が打

設された条件に相当する。 

本研究の耐震補強構造は、最低打設長（模型寸法 150 ㎜）が確保できる範

囲で地山補強材を最大限打設した上で、不足する抵抗力を背面に打設した H 鋼杭で補い、壁体の破壊は壁体前面に

敷設したネットで防止する構造である。ここで、不足する抵抗力を H 鋼杭前面地盤の反力で補うためには、H 鋼杭

と石積み壁天端とを接続する必要がある。実施工では鉄筋コンクリートなどによる一体化を想定しているが、H 鋼

杭への作用を計測するために、本研究では石積み壁天端と H 鋼杭をφ3 ㎜のステンレスワイヤーで接続し、接続部

にロードセルを設置した。加振は 5Hz10 波の正弦波を使用し、約 100gal の増分で最大加速度を漸増させた。 

３．実験結果  （1）残留変位と加振後の模型地盤  図-2 に残留変位 dmax/H と最大加速度 αmaxの関係を示す。

同図には、過去に実施した無対策の振動台実験（通番 Case5）の結果 1)も示している。残留変位は、図-2 に模式的

に示すように、高さ方向の変位分布から最大値を抽出し、石積み壁の高さで正規化した値として示している。また、

比較対象の最大加速度については、Case5、Case6 では振動台加速度を、支持層が厚い Case9 では、応答の増幅の影

響を考慮して図-1 に示す A-10 の位置における加速度の最大値を抽出した。 無対策の Case5 においては、200gal 加

振から変位が増大し始め，図-3 に示すように 400gal 加振時に壁体が破壊に至った。 これに対して，地山補強材の
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図-1 実験模型の概要（単位：㎜） 
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打設長に制限が無い Case6 については、700gal 加振終了時でも

壁体が破壊に至らない上に、変位は壁高に対して 2.5％程度に

とどまっており、高い対策効果が得られた。これに対して、Case9

では 600gal 加振終了時において壁高の 15％程度の変位が生じ

たものの、最も危険な破壊形態である壁体の破壊は回避できた。

しかし、Case7 と比較すると変形性能の向上は限定的であり、

この点については今後の課題である。以下では、補強メカニズ

ムを把握するために、図-3 に示した Case9 の積み石の標点と H

鋼杭天端の水平変位の時刻歴を分析する。 

（2）変位の位相特性と抵抗メカニズム  石積み壁と H 鋼杭

天端の水平変位および支持層上部の応答加速度（図-1 中、A-10

の位置）の時刻歴を図-4 に示す。加速度および変位の符号は図-1 に示す

通りである。なお、変位量は 600gal 加振中の増分値として示している。

石積み壁および H 鋼杭の変位は、慣性力が石積み壁前面方向に作用する

間（加速度が負の間）に増大している（例：図-4 中 A の範囲）。また、

H 鋼杭と石積み壁の標点 4、標点 7 の変位の時刻歴をみると、ほぼ同位

相であるものの、H 鋼杭に若干の位相遅れが見られる。これは、上部石

積み壁の変位によりH鋼杭に引張力が伝達された結果としてH鋼杭に変

位が生じた事を示唆している。一方で、地山補強材を配置した積み石の

標点 10 の変位の増加傾向は、無対策の積み石の標点 4、標点 7 と比べて

明らかに緩やかであり、下部の補強された石積み壁と、上部の無対策部分お

よび H 鋼杭の挙動が異なることが確認された。下部石積み壁については、地

山補強材の抵抗力を考慮した安定計算または変形計算によってその挙動を

評価できる。これに対して、上部の無対策部分の評価にあたっては、H 鋼杭

に石積み壁から伝達される荷重を作用させた上で、H 鋼杭の変形量及び部材

として評価を行う事 2)が重要となる。 

（3）H鋼杭による抵抗力  H 鋼杭に作用した水平力と水平震度の関係を図

-5 に示す。同図の実測値は石積み壁と H 鋼杭の接続部に設置したロードセル

で計測した荷重を単位奥行き当たりに換算した値である。計算値としては 

、地山補強材を打設していない範囲の地震時土圧と壁体の慣性力の合力、壁

体の慣性力のみ、地震時土圧のみの三通りの値を示している。ここで、地震時土圧については、図-5 に示した条件

で物部岡部法によって算定した。水平震度は、加速度計 A10 の負側の最大加速度を重力加速度で除して求めた。

kh=0.6 程度までは壁体の慣性力と実測値との整合性が高いものの、kh=0.7 の時点では実測値は慣性力を大きく上回

っている。これは、背面地盤の変形が顕著になったことにより土圧の作用も増加したためと推測される。しかし、

土圧と慣性力の合力よりも計測値は大幅に小さいことが明らかであった。 

４. まとめ  背面地盤が狭隘な場合を想定して、地山補強材と H 鋼杭を併用した石積み壁の耐震補強工に関する

模型振動台実験を実施した。その結果、変形量の低減については効果が限定的であったものの、壁体の破壊は防止

する効果が確認された。また、地山補強材が打設されていない上部の積み石の変位により、H 鋼杭に水平力が作用

して抵抗力が発揮される機構であることを確認した。さらに、H 鋼杭に作用する荷重については、上部積み石に作

用する慣性力と土圧を考慮する事で概ね安全側の評価となることも確認できた。   
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図-4 水平変位の時刻歴(600gal) 
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図-5 H 鋼杭への作用力の比較 
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(a) Case6(400gal)         (b)Case9（600gal） 

   図-3 加振終了後の実験模型 
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